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研究分野：児童福祉 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：①10代親 ②児童福祉③子育て支援 ④日韓比較 
１．研究計画の概要 
研究計画は第 1に日本と韓国の 10代で妊娠・
出産・子育てをしている親の実態を明らかに
する。第 2 に日本と韓国の母子保健、児童福
祉現場で若年子育て家庭支援にかかわってい
る専門家の支援状況と課題意識を明らかにす
る。第 3に１・２をふまえ、10代子育て家庭
と家庭への妊娠期からの継続した福祉的支援
システムの提案へ向け、モデル事業を実施し、
固有施策化の可能性を検討するとした。その
ために、日韓の１０代の妊娠・出産・子育て
に関する基礎文献と基礎調査の収集・分析。
双方の実態の共有を図るために、日韓双方の
研究者が日本と韓国で共同研究会を開催し、
日韓双方の施設･機関を訪問するとともに、
制度政策研究を進める。また、日本での基礎
調査を実施する。研究協力者は、寺戸みど
り・高碕真由美（婦人保護施設）、宮武正明・
清水冬樹（母子生活支援施設）、野城尚代（社
会保障制度担当）、前田信一（児童自立支援
施設）兼井京子（社会的養護施設での子育て）
とした。韓国の共同研究者は、ペク・ソンヒ
（ソウル神学大学校、社会福祉学科、副教授）、
ソ・ムンヒ（育児政策開発センター）、金勝
権（韓国・保健社会研究院社会政策研究本部
長）、通訳・翻訳者として、李栖瑛（サイバ
ー大学講師）、朴志允（植草学園大学非常勤
講師）である。 
 
２．研究の進捗状況 
 10代の親については、日本と韓国ともに本
研究を申請した状況とおかれている環境が
大きく変化している。日本では、10代親によ
る子どもの虐待死などが顕在化することに
よって、支援方法に対する社会的な注目が集
まっている。韓国では、近年まで中絶か海外
養子縁組などの選択が多かったが、急速に母

が育てるケースが増え、またそれを支える仕
組みも整備されてきた。そうした支援の現状
についても韓国では母と子の家と当事者団
体を通じて、20ケース程度調査を実施し、継
続実態調査と支援についても継続研究をし
ている。 
 日本では、東京都の母子生活支援施設と児
童養護施設全施設への 10 代親に関する調査
を実施し、事例調査を継続している。また、
千葉県八千代市の協力を得て妊娠届けを出
した母親に協力を求め、約 20 ケースの継続
調査を行っている。また、インターネット上
の 10 代親グループの参加が得られることに
なったため、東洋大学において、2 か月に 1
回程度のグループ支援活動を実施し、実態調
査と同時に、教材や支援を展開しながら、効
果的な支援について、当事者たちの参加型で
検討を始めることができている。 
2008 年から毎年日本と韓国の両方で調査の
共有と研究の進捗状況の確認と意見交換を
してきた。 
 
３．現在までの達成度 
 実態把握の達成度:②今回の研究で考えて
いた当事者の実態と支援については、当事者
の課題がどのような生活形態、暮らしの場に
よって違いがあるのか、あるいはどこで調査
をすればどのような課題を持つ 10 代親の実
態が分かるのかということは整理ができ、ま
たその実態についてもおおよそ全体像を明
らかにすることができた。 
 支援開発の達成度：①支援システムについ
ては、基礎自治体に求められる妊娠期からの
支援方法と、基礎集団を誰がどのように把握
して支援するのかということについては、千
葉県八千代市では 2年間の実施を経て、子ど
もの年齢も 1歳を超えるところまできた。ま
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た埼玉県飯能市では子育て支援センターで
10 代親のグループ支援を試行する段階まで
到達した。 
また、当事者団体については、途中壊れそ

うな段階を何度も経験しながらも、東洋大学
においてグループ支援を実施し、約 15 カ月
の実績を積み上げてきた。 
 母子生活支援施設を使った支援の研究に
ついては約 1年間の研究会を積み重ねて、ま
た、韓国の母子生活支援施設の取り組みとの
交流も行ってきた。 
 
４．今後の研究の推進方策 
調査協力者たちの子育てと暮らしの自立支
援は、子どもの成長と社会状況の変化によっ
て、新たな継続的な課題を抱えている。よっ
て、日本において協力を得ている自治体、当
事者グループの継続研究を東洋大学の学内
研究援助を受けて継続できることにした。   
科研の本研究については、日本と韓国でのこ
れまでの調査研究を今年度、研究成果と課題
をいったんまとめ、学会報告や論文発表、ま
た実践の報告会などを行う予定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
〔雑誌論文〕（計 4件） 
①「10代ママだってつながりたい！」上田美
香「はらっぱ」子ども情報研究センター、2011
年 3月号、pp.18-pp.21査読なし 
②森田明美「母子家庭の地域生活移行を支え

る母子生活支援施設支援を考える－母子家

庭地域調査を手がかりにして」東京都社会福

祉協議会『母子福祉部会紀要 NO3（平成）
21年度』2010.6 4－16頁査読なし 
③「養育困難をかかえる保護者への支援」中

原美恵『子育て支援カウンセリング』図書文

化社,2008年 8月,ｐ70－87査読なし 
④「親としての成長を支える」中原美恵『子

育て支援カウンセリング』図書文化社,2008
年 8月,ｐ118－128査読なし 
〔学会発表〕（計 3件） 
①唐田順子、中原美恵、森田明美「10代女性
の妊娠期から子育て期（産後 6カ月）の実態
と課題の一考察－19 歳で未婚の母になった
事例より－」第 29 回日本思春期学会総会・
学術集会 2010.8.29   
② 森田明美・上田美香、日本社会福祉学会

第 57 回全国大会発表「10 代子育て家庭への

妊娠期からの福祉的支援に関する研究」

2009.10.11 法政大学 

③森田明美・井上仁・若林ちひろ・田谷幸子日本社会福

祉学会第57回全国大会ポスター発表「10代子育て家庭

への妊娠期からの福祉的支援に関する研究－児童福祉

入所施設出身者、施設職員への調査－」2009.10.11法政

大 

〔図書〕（計 5件） 
①森田明美編著『よくわかる女性と福祉』森田明美「女

性と福祉を学ぶ視点」2-21頁、田谷幸子「施設で暮らす」
30-33頁、若林ちひろ「子ども期を支える」34-35頁、
上田美香、出川聖尚子「妊娠・出産・子育て期」｢保育｣

「子育て支援」78-121頁、ミネルヴァ書房2011.4 
②相馬直子「圧縮的な家族変化への適応戦略：日韓比較
から」金成垣編『現代の比較福祉国家論：日韓から東ア
ジアへの新しい視座』ミネルヴァ書房、313-337.2010年 

③子どもの権利条約総合研究所『子どもの権利条約ガイ

ドブック』森田明美「乳幼児期の子どもの権利」13、上
田美香「子どもの医療・保健への権利と母子保健」21、
日本評論社、2010年 
④喜多明人・森田明美他編著『子どもの権利－日韓共同

研究』ｐ27～36Ａ5版総頁数327頁、日本評論社、2009.8 
⑤杉本貴代栄・森田明美編著『シングルマザーの暮らし

と福祉政策―日本･アメリカ･デンマーク･韓国の比較調

査』第４章１日本のシングルマザー政策ｐ118～147、第
10 章日本の政策への提言ｐ323～339 おわりに
341~343 ミネルヴァ書房、２００９．４ 
〔その他〕 
森田明美：①参議院厚生労働委員会2010年3月24日こ

ども手当法審議に伴う意見陳述の際に10 代親の支援研

究についても陳述した。 

②2010年2月5日18時から放送されたＮＨＫ首都

圏ネットワーク特集「10代親」の番組作成に協力

し、森田明美がコメントをした 

③子ども・若者ビジョン策定における10 代親支援に関
する取り組みについて内閣府に提案をし、計画の項目と
して採用された。 
・内閣府福島みずほ男女共同参画大臣講和【2010.4.26】 
・内閣府泉政務官講和（2010.4.19） 
 
 


